給与臨時特例法案および国家公務員制度改革関連４法案等に係る
民主・自民・公明３党合意に対する自治労声明
　2月17日、民主、自民、公明の政調会長は、国家公務員の給与削減と国家公務員制度改革関連４法案（以下、「関連４法案」という。）の取扱いについて合意した。
　具体的には、①2011年度人事院勧告実施により削減される0.23％を含み、総計で平均7.8％の年間給与の減額、②現給保障については2014年3月末まで経過措置を延長。ただし、その間の現給保障額の自然減（退職等）に対応し、（若年層について）2012年4月、2013年4月に昇給回復を実施、③関連４法案については、国家公務員制度改革基本法の趣旨を踏まえ、審議入りと、合意形成に向けての環境整備を図る、などとなっている。なお、マイナス勧告実施に伴い2011年4月に遡って調整することがほぼ確実であるが、その手法等については未定であること、さらに地方公務員への波及についても、「国会審議で合意を得る」とされ、何らかの附帯決議を採択することが想定されているが、なお調整中である。
　昨年５月、政府自らが自律的労使関係制度を先取ることを表明した交渉において、東日本大震災の復旧・復興の財源に充当するため公務員連絡会として苦渋の判断をもって対応することとした、国家公務員給与の削減に係る労使合意を踏まえれば、このような合意がなされたことは極めて遺憾である。

　しかし、衆参「ねじれ国会」のもと、政府・与党は極めて困難な国会運営を強いられており、東日本大震災からの復旧・復興の財源として一刻も早く措置することが求められていること、そして、３党政調会長合意に先だって、同日、民主党の輿石幹事長が古賀連合会長と会談し、この間の対応について謝罪するとともに、関連４法案や地公の制度改革法案の早期提出と成立に向けて民主党が全力を尽くす決意が明らかにされていること等を踏まえ、連合・公務労協は、３党合意を受け止めざるを得ないものと判断した。自治労も、それを了とするものである。

　一方、３党合意の内容については、次の点で問題があることを指摘したい。

　第一に、自衛官の優遇措置についてである。「東日本大震災への対応として、10万人を超える体制で対処した自衛官等の労苦に特段の配慮をする」としているが、作業にあたっていたのは自衛官だけではなく、十分な安全が確保されない状況のもと、多くの公務員がその復旧・復興の作業に今なお最前線で従事しており、自衛官を特別視し優遇する措置については、到底納得のいくものとは言えない。民主党は、実務者協議レベルで、この点を強く主張したとされるが、3党の合意には至らなかった。
　第二に、地方公務員の給与についての言及についてである。国公の給与削減の趣旨を踏まえ、「各地方公共団体での対応のあり方について、国会審議を通じて合意を得る」としているが、国公における給与削減と同様の措置を地公に強制することは、国と自治体が対等な関係にあることを大前提とする現行法制度のもとで断じて認められるものではない。
　2011年度人事院勧告の実施をめぐる措置は、あくまで国公独自の課題であり、「地方交付税の交付に当たり、特定の支出の削減を義務付けることはできない」「国家公務員給与引下げと同様の引下げを地方公共団体に強制することは考えていない」と昨年6月3日に閣議決定していること、また、政府閣僚が繰り返し答弁していることを指摘しておきたい。
　すでに約６割の自治体において給与削減が実施されている実態があることに加え、今回、史上初めて、国公においても人勧を大幅に超える給与カットが実施されるということは、人勧制度が最終的に機能不全に陥ったことを示している。そのため、判例法理や国際労働基準から言っても当然の措置として、直ちに法律改正し、労働基本権の回復を図る必要があることを、政府・国会関係者は認識しなければならない。
　自治労は、改めて、連合・公務労協と連携し、国公の関連４法案の今国会での成立および消防職員の団結権付与を含む「地方公務員の労働関係に関する法律案」等の早期国会提出と成立をめざし、政府への申し入れ、中央での大規模集会の開催、国会傍聴行動や院内集会、議員要請行動等々に、組織の総力を挙げて、全力で取り組むことを表明する。
2012年2月20日

全日本自治団体労働組合
